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2.7 格納容器バイパス（インターフェイスシステム LOCA） 

2.7.1 事故シーケンスグループの特徴，炉心損傷防止対策 

(1)事故シーケンスグループ内の事故シーケンス 

事故シーケンスグループ「格納容器バイパス（インターフェイスシステム LOCA）」において，炉心

損傷防止対策の有効性を確認する事故シーケンスは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に

示すとおり，「インターフェイスシステム LOCA」（インターフェイスシステム LOCA の発生後，隔離で

きないまま炉心損傷に至るシーケンス）である。 

(2)事故シーケンスグループの特徴及び炉心損傷防止対策の基本的考え方 

事故シーケンスグループ「格納容器バイパス（インターフェイスシステム LOCA）」では，原子炉冷

却材圧力バウンダリと接続された系統で，高圧設計部分と低圧設計部分のインターフェイスとなる配

管のうち，隔離弁の隔離失敗等により低圧設計部分が過圧され破断する事象を想定する。このため，

破断箇所から原子炉冷却材が流出し，原子炉水位が低下することから，緩和措置がとられない場合に

は，原子炉水位の低下により炉心が露出し，炉心損傷に至る。 

本事故シーケンスグループは，インターフェイスシステム LOCA の発生により，最終的に炉心損傷

に至る事故シーケンスグループである。このため，重大事故等対策の有効性評価には，インターフェ

イスシステム LOCA に対する重大事故等対処設備及びインターフェイスシステム LOCA の発生箇所の

隔離に期待することが考えられる。 

ここで，インターフェイスシステム LOCA が生じた際の状況を想定すると，原子炉を減圧した後，

低圧注水機能による原子炉注水を実施することも考えられるが，本事故シーケンスグループにおいて

は，低圧の注水機能による原子炉への注水には期待せず，高圧の注水機能に対する有効性を評価する

こととする。 

したがって，本事故シーケンスグループでは，原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心注水系により炉心

を冷却することによって炉心損傷の防止を図り，また，逃がし安全弁によって原子炉を減圧すること

による原子炉冷却材の漏えいの抑制及びインターフェイスシステム LOCA の発生箇所の隔離によっ

て，原子炉格納容器外への原子炉冷却材の流出の防止を図る。また，残留熱除去系による原子炉格納

容器除熱を実施する。 

(3)炉心損傷防止対策 

事故シーケンスグループ「格納容器バイパス（インターフェイスシステム LOCA）」における機能喪

失に対して，炉心が著しい損傷に至ることなく，かつ，十分な冷却を可能とするため，初期の対策と

して原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心注水系による原子炉注水手段，逃がし安全弁による原子炉減圧

手段及び運転員の破断箇所隔離による漏えい停止手段を整備し，安定状態に向けた対策として，炉心

冷却を継続する。また，原子炉格納容器の健全性を維持するため，安定状態に向けた対策として，残

留熱除去系による原子炉格納容器の除熱手段を整備する。これらの対策の概略系統図を第 2.7.1 図か

2.7 格納容器バイパス（インターフェイスシステムＬＯＣＡ） 

2.7.1 事故シーケンスグループの特徴，炉心損傷防止対策 

(1) 事故シーケンスグループ内の事故シーケンス 

事故シーケンスグループ「格納容器バイパス（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）」に含ま

れる事故シーケンスとしては，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，「イ

ンターフェイスシステムＬＯＣＡ（以下「ＩＳＬＯＣＡ」という。）」のみである。 

(2) 事故シーケンスグループの特徴及び炉心損傷防止対策の基本的考え方 

事故シーケンスグループ「格納容器バイパス（ＩＳＬＯＣＡ）」は，原子炉冷却材圧力バウン

ダリと接続された系統において，高圧設計部分と低圧設計部分を分離するための隔離弁の誤開等

により，低圧設計部分が過圧されて破損し，原子炉冷却材が格納容器外へ漏えいすることを想定

する。このため，破断箇所からの原子炉冷却材の流出により，原子炉圧力容器内の保有水量が減

少し原子炉水位が低下することから，緩和措置が取られない場合には，炉心が露出することで炉

心損傷に至る。 

本事故シーケンスグループは，ＩＳＬＯＣＡが発生することによって炉心損傷に至る事故シー

ケンスグループである。このため，重大事故等対処設備の有効性評価としては，ＩＳＬＯＣＡに

対する重大事故等対処設備に期待することが考えられる。 

以上により，本事故シーケンスグループでは，健全な原子炉注水機能を用いて原子炉へ注水す

ることによって炉心損傷の防止を図るとともに，原子炉を減圧することにより原子炉冷却材の流

出の抑制を図り，漏えい箇所を隔離することによって格納容器外への原子炉冷却材の流出の停止

を図る。また，最終的な熱の逃がし場へ熱を輸送することによって除熱を行い，格納容器破損の

防止を図る。

(3) 炉心損傷防止対策 

事故シーケンスグループ「格納容器バイパス（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）」におい

て，炉心が著しい損傷に至ることなく，かつ，十分な冷却を可能とするため，初期の対策として

原子炉隔離時冷却系，低圧炉心スプレイ系及び低圧代替注水系（常設）による原子炉注水手段，

逃がし安全弁（自動減圧機能）を用いた原子炉減圧による漏えい抑制手段並びに隔離弁閉止によ

る漏えい箇所の隔離手段を整備する。また，格納容器の健全性を維持するため，安定状態に向け

た対策として，残留熱除去系による格納容器除熱手段を整備する。対策の概略系統図を第 2.7-1

・東海第二においても隔離も含

めて対策としているが，記載上

は一つにまとめて記載してい

る。 

・東海第二は，初期注水には原

子炉隔離時冷却系，漏えい抑

制のための原子炉減圧後は，

低圧炉心スプレイ系及び低

圧代替注水系（常設）による

原子炉注水に期待する評価

としている。（高圧の注水機

能のみに期待した評価とし

ていない） 
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ら第 2.7.3 図に，手順の概要を第 2.7.4 図に示すとともに，重大事故等対策の概要を以下に示す。ま

た，重大事故等対策における設備と操作手順の関係を第 2.7.1 表に示す。 

本事故シーケンスグループにおける重要事故シーケンスにおいて,6 号及び 7 号炉同時の重大事故

等対策に必要な要員は，中央制御室の運転員及び緊急時対策要員で構成され，合計 20 名である。そ

の内訳は次のとおりである。中央制御室の運転員は，当直長 1 名（6 号及び 7 号炉兼任），当直副

長 2 名，運転操作対応を行う運転員 12 名である。発電所構内に常駐している要員のうち，通報連絡

等を行う緊急時対策本部要員は 5 名である。必要な要員と作業項目について第 2.7.5 図に示す。 

a. インターフェイスシステムLOCA 発生 

原子炉冷却材圧力バウンダリと接続された系統で，高圧設計部分と低圧設計部分のインターフェイ

スとなる配管のうち，隔離弁の隔離失敗等により低圧設計部分が過圧され破断することで，インター

フェイスシステム LOCA が発生する。 

b. 外部電源喪失及び原子炉スクラム確認 

事象発生後に外部電源喪失が発生し，原子炉がスクラムしたことを確認する。 

原子炉のスクラムを確認するために必要な計装設備は，平均出力領域モニタ等である。 

c. 原子炉隔離時冷却系による原子炉注水

原子炉スクラム後，原子炉水位は低下し続け，原子炉水位低(レベル 2)で原子炉隔離時冷却系が自

動起動し，原子炉注水を開始することにより，原子炉水位が回復する。 

原子炉隔離時冷却系による原子炉注水を確認するために必要な計装設備は，原子炉水位，原子炉隔

離時冷却系系統流量等である。 

d. インターフェイスシステムLOCA 発生確認 

原子炉水位及び原子炉圧力の低下によりLOCA 事象を確認し，格納容器温度，格納容器圧力の上昇

がないことから原子炉格納容器外での漏えい事象であることを確認し，高圧炉心注水系ポンプ吐出圧

力指示の指示上昇（破断量によっては運転員の対応なしに低下傾向を示す場合もある）により低圧設

計部分が過圧されたことを確認し，インターフェイスシステムLOCA が発生したことを確認する。 

インターフェイスシステムLOCA の発生を確認するために必要な計装設備は，原子炉水位，格納容

器圧力，高圧炉心注水系ポンプ吐出圧力等である。 

なお，監視可能であればエリア放射線モニタ，床漏えい警報，火災報知器動作等により原子炉建屋

内の状況を参考情報として得ることが可能である。 

e. 中央制御室での高圧炉心注水系隔離失敗

中央制御室からの遠隔操作により高圧炉心注水系の隔離操作を実施するが，高圧炉心注入隔離弁の

閉操作に失敗する。 

高圧炉心注水系の隔離失敗を確認するために必要な計装設備は，原子炉水位及び原子炉圧力であ

る。 

図に，対応手順の概要を第 2.7-2 図に，対策の概要を以下に示す。また，重大事故等対策におけ

る手順と設備の関係を第 2.7-1 表に示す。 

本事故シーケンスグループにおける重要事故シーケンスにおいて，重大事故等対策に必要な要

員は，中央制御室の運転員及び災害対策要員で構成され，合計 10 名である。その内訳は次のと

おりである。中央制御室の運転員は，発電長 1 名，副発電長 1 名，運転操作対応を行う運転員 5

名である。発電所構内に常駐している要員のうち，通報連絡等を行う災害対策要員は 2名，重大

事故等対応要員（現場）は 1 名である。この必要な要員と作業項目について第 2.7-3 図に示す。 

ａ．ＩＳＬＯＣＡの発生 

原子炉冷却材圧力バウンダリと接続された系統で，高圧設計部分と低圧設計部分とを分離す

るための隔離弁の誤開等により，低圧設計部分が過圧されて破損することで，ＩＳＬＯＣＡが

発生する。 

ｂ．原子炉スクラムの確認 

事象発生後に給水流量の全喪失が発生し，原子炉がスクラムしたことを確認する。 

原子炉スクラムの確認に必要な計装設備は，平均出力領域計装等である。 

ｃ．原子炉隔離時冷却系の自動起動の確認

原子炉水位が原子炉水位低（レベル２）設定点に到達し，原子炉隔離時冷却系が自動起動す

ることにより，原子炉への注水が開始されたことを確認する。 

原子炉隔離時冷却系の自動起動の確認に必要な計装設備は，原子炉水位計（広帯域，燃料域），

原子炉隔離時冷却系系統流量計等である。 

ｄ．ＩＳＬＯＣＡ発生の確認 

隔離弁（残留熱除去系の注入弁）の開操作に伴いポンプ吐出圧力が変動したこと，主蒸気隔

離弁が閉止し原子炉隔離時冷却系が自動起動したにも関わらず原子炉水位の低下が継続して

いること等によりＩＳＬＯＣＡが発生したことを確認する。 

ＩＳＬＯＣＡ発生の確認に必要な計装設備は，原子炉水位計（広帯域，燃料域），残留熱除

去系ポンプ吐出圧力計等である。 

監視可能であれば，原子炉建屋内空間線量率，区画浸水警報，火災警報等による情報も総合

的に確認する。 

ｅ．中央制御室における残留熱除去系の注入弁の閉止操作

中央制御室からの遠隔操作により残留熱除去系の注入弁の閉止操作を実施するが，これに失

敗する。 

中央制御室における残留熱除去系の注入弁の閉止操作に必要な計装設備は，原子炉水位計

（広帯域，燃料域）等である。 

・必要要員数の違い 

・東海第二では水位低下の観点

で厳しい外部電源ありを想

定しているが，同時に保守的

な設定として給水喪失も重

畳させている。 

・ＩＳＬＯＣＡの発生の確認方

法の違い。 

・東海第二では構造健全性評価

の結果を踏まえ残留熱除去

系での漏えい発生を想定（事

故条件に記載） 
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f. 逃がし安全弁による原子炉急速減圧 

中央制御室からの遠隔操作による高圧炉心注水系の隔離が失敗するため，破断箇所からの漏えい量

を抑制するため原子炉を急速減圧する。 

原子炉急速減圧を確認するために必要な計装設備は，原子炉圧力である。 

g. 高圧炉心注水系による原子炉注水 

原子炉急速減圧操作により原子炉水位が低下し，原子炉水位低(レベル 1.5)で健全側の高圧炉心注

水系が自動起動する。 

高圧炉心注水系の自動起動を確認するために必要な計装設備は，高圧炉心注水系系統流量である。 

原子炉水位回復後は，破断箇所からの漏えい抑制のため，破断箇所の隔離が終了するまで原子炉水

位は高圧炉心注水系ノズル部以下で維持する。 

原子炉水位の維持を確認するために必要な計装設備は，原子炉水位及び高圧炉心注水系系統流量で

ある。 

h. 残留熱除去系（サプレッション・チェンバ・プール水冷却モード）運転

原子炉急速減圧によりサプレッション・チェンバ・プール水温が 35℃を超えた時点で，残留熱除去

系によるサプレッション・チェンバ・プール水冷却モード運転を開始する。 

残留熱除去系（サプレッション・チェンバ・プール水冷却モード）運転を確認するために必要な計

装設備は，サプレッション・チェンバ・プール水温等である。 

ｆ．低圧炉心スプレイ系の起動操作 

中央制御室における残留熱除去系の注入弁の閉止失敗後，中央制御室からの遠隔操作により

低圧炉心スプレイ系を起動する。 

低圧炉心スプレイ系の起動操作に必要な計装設備は，低圧炉心スプレイ系ポンプ吐出圧力計

である。 

外部電源が喪失している場合は，ディーゼル発電機が自動起動し，非常用母線に電源を供給

する。 

ｇ．逃がし安全弁（自動減圧機能）による原子炉減圧操作

低圧炉心スプレイ系の起動後，破断箇所からの漏えい抑制のため，中央制御室からの遠隔操

作により逃がし安全弁（自動減圧機能）7弁を手動開放し，原子炉減圧を実施する。 

逃がし安全弁（自動減圧機能）による原子炉減圧操作に必要な計装設備は，原子炉圧力計等

である。 

ｈ．低圧代替注水系（常設）の起動準備操作 

ＩＳＬＯＣＡ発生の確認後，外部水源にて注水可能な系統として中央制御室からの遠隔操作

により低圧代替注水系（常設）を起動する。 

低圧代替注水系（常設）の起動準備操作に必要な計装設備は，常設低圧代替注水系ポンプ吐

出圧力計である。 

外部電源が喪失している場合は，中央制御室の遠隔操作により常設代替高圧電源装置から緊

急用母線を受電する。 

ｉ．原子炉水位の調整操作 

原子炉水位が原子炉水位低（レベル３）設定点以上に回復した後は，破断口からの漏えい抑

制のため，原子炉水位異常低下（レベル２）設定点以上で低圧代替注水系（常設）により，原

子炉水位を可能な限り低めに維持する。 

原子炉水位の調整操作に必要な計装設備は，原子炉水位計（広帯域）等である。 

ｊ．中央制御室における残留熱除去系の弁の閉止操作 

原子炉圧力が 3MPa［gage］に到達後，中央制御室からの遠隔操作により破損系統（残留熱除

去系）の注入弁以外の電動弁の閉止操作を実施する。 

中央制御室における残留熱除去系の注入弁の閉止操作に必要な計装設備は，原子炉水位計

（広帯域），原子炉圧力計等である。 

ｋ．残留熱除去系によるサプレッション・プール冷却操作

サプレッション・プール水温度が 32℃に到達したことを確認し，中央制御室からの遠隔操作

により残留熱除去系によるサプレッション・プール冷却操作を実施する。 

残留熱除去系によるサプレッション・プール冷却操作に必要な計装設備は，サプレッショ

ン・プール水温度計等である。 

・評価上，原子炉隔離時冷却系

のみの原子炉注水に期待し

ていることから，原子炉減圧

の前に運転手順の優先順位

に従い，低圧で注水可能な系

統のうち低圧炉心スプレイ

系を起動する必要。 

・ＩＳＬＯＣＡは，格納容器外

への漏えい事象であること

から，外部水源により注可能

な系統（低圧代替注水系（常

設））を起動する。 

・外部電源が喪失している場合

は，常設代替高圧電源装置に

より緊急用母線を受電する。 

・東海第二では漏えい抑制のた

めの原子炉水位低下の目標

を原子炉水位異常低下（レベ

ル２）信号によるインターロ

ック作動（高圧注水系自動起

動，主蒸気隔離弁閉等）を考

慮し，原子炉水位異常低下

（レベル２）以上としてい

る。 

・東海第二では，残留熱除去系

低圧設計部の最高使用圧力

を踏まえ原子炉圧力が 3MPa

［gage］以下に低下した以降

に漏えい発生系統の低圧設

計部に設置されている電動

弁の閉止操作を実施する。
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赤字：設備，運用又は体制の相違（設計方針の相違）
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i. 現場操作での高圧炉心注水系隔離操作 

破断箇所からの漏えい抑制が継続し，現場操作により高圧炉心注入隔離弁の全閉操作を実施し，高

圧炉心注水系を隔離する。 

高圧炉心注水系の隔離を確認するための計装設備は，原子炉水位である。 

j. 高圧炉心注水系隔離後の水位維持

高圧炉心注水系の隔離が成功した後は，健全な高圧炉心注水系により，原子炉水位を原子炉水位低

（レベル 3）から原子炉水位高（レベル 8）の間で維持する。 

原子炉水位の維持を確認するために必要な計装設備は，原子炉水位及び高圧炉心注水系系統流量で

ある。 

以降，炉心冷却及び原子炉格納容器冷却は残留熱除去系により継続的に行う。 

2.7.2 炉心損傷防止対策の有効性評価 

(1)有効性評価の方法 

本事故シーケンスグループを評価する上で選定した重要事故シーケンスは，「1.2 評価対象の整理

及び評価項目の設定」に示すとおり，原子炉冷却材圧力バウンダリと接続された系統で，高圧設計部

分と低圧設計部分とのインターフェイスが，直列に設置された 2 つの隔離弁のみで隔離された系統に

おいて，隔離弁が両弁ともに破損又は誤開放することで，低圧設計部分が加圧される「インターフェ

イスシステム LOCA」である。 

本重要事故シーケンスでは，炉心における崩壊熱，燃料棒表面熱伝達，気液熱非平衡，沸騰遷移，

燃料被覆管酸化，燃料被覆管変形，沸騰・ボイド率変化，気液分離（水位変化）・対向流，三次元効

果並びに原子炉圧力容器における沸騰・凝縮・ボイド率変化，気液分離（水位変化）・対向流，冷却

材放出（臨界流・差圧流），ECCS 注水（給水系・代替注水設備含む）が重要現象となる。よって，

これらの現象を適切に評価することが可能である長期間熱水力過渡変化解析コード SAFER により原

子炉圧力，原子炉水位，燃料被覆管温度等の過渡応答を求める。 

ｌ．現場における残留熱除去系の注入弁の閉止操作 

現場操作により残留熱除去系の注入弁を閉止し，残留熱除去系を隔離する。 

現場における残留熱除去系の注入弁の閉止操作に必要な計装設備は，原子炉水位計（広帯域）

等である。 

ｍ．原子炉水位の調整操作

残留熱除去系の隔離成功後は，低圧炉心スプレイ系により原子炉水位を原子炉水位低（レベ

ル３）設定点から原子炉水位高（レベル８）設定点の間で維持する。 

原子炉水位の調整操作に必要な計装設備は，原子炉水位計（広帯域，燃料域）等である。 

以降，炉心冷却は低圧炉心スプレイ系を用いた原子炉注水により，格納容器除熱は残留熱除

去系により継続的に行う。 

ｎ．使用済燃料プールの冷却操作 

対応可能な要員にて使用済燃料プールの冷却操作を実施する。 

ｏ．可搬型代替注水大型ポンプによる水源補給操作 

可搬型代替注水大型ポンプにより淡水貯水池から代替淡水貯槽へ水源補給操作を実施する。 

ｐ．タンクローリによる燃料補給操作 

タンクローリにより可搬型設備用軽油タンクから可搬型代替注水大型ポンプに燃料補給を

実施する。 

2.7.2 炉心損傷防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

本事故シーケンスグループを評価する上で選定した重要事故シーケンスは，「1.2 評価対象の

整理及び評価項目の設定」に示すとおり，原子炉冷却材圧力バウンダリと接続された系統で，高

圧設計部分と低圧設計部分とを分離するための隔離弁の誤開等により，低圧設計部分が過圧され

て破損する「ＩＳＬＯＣＡ」である。 

本重要事故シーケンスでは，炉心における崩壊熱，燃料棒表面熱伝達，沸騰遷移，燃料被覆管

酸化，燃料被覆管変形，沸騰・ボイド率変化，気液分離（水位変化）・対向流，三次元効果及び

気液熱非平衡並びに原子炉圧力容器における冷却材放出（臨界流・差圧流），沸騰・凝縮・ボイ

ド率変化，気液分離（水位変化）・対向流及びＥＣＣＳ注水（給水系及び代替注水設備含む）が

重要現象となる。よって，これらの現象を適切に評価することが可能である長期間熱水力過渡変

化解析コードＳＡＦＥＲにより原子炉圧力，原子炉水位，燃料被覆管温度等の過渡応答を求める。

なお，本有効性評価では，ＳＡＦＥＲコードによる燃料被覆管温度の評価結果は，ベストフィッ

ト曲線の破裂判断基準に対して十分な余裕があることから，燃料棒やチャンネルボックスの幾何

学的配置を考慮した詳細な輻射熱伝達計算を行うことで燃料被覆管温度の評価結果がＳＡＦＥ

Ｒコードより低くなるＣＨＡＳＴＥコードは使用しない。

・隔離成功後は内部水源の注水

系統に切換え，原子炉水位を

調整する（水位制御範囲につ

いては，漏えい抑制のための

Ｌ２維持から，隔離成功後は

通常のＬ３～Ｌ８に変更す

る） 

・東海第二では解析上考慮しな

い操作及び対応可能な要員

にて実施する操作について

も記載（ヒアコメント対応） 

・東海第二の重要現象は解析コ

ードの資料の順番に倣って

記載した。 

・ＣＨＡＳＴＥコードを用いな

い理由を明示（ヒアリングコ

メント対応）。 



2.7 格納容器バイパス（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）    比較表 

5 

赤字：設備，運用又は体制の相違（設計方針の相違）

青字：記載箇所又は記載内容の相違（記載方針の相違）

緑字：記載表現，設備名称の相違等（実質的な相違なし）

黄色ハッチ：ヒアリングコメント対応

柏崎 ６／７号（2017 年 3 月 28 日版） 東     二 備  考 

また，解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，本重要事故シーケンスにおけ

る運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価

する。 

(2)有効性評価の条件 

本重要事故シーケンスに対する初期条件も含めた主要な解析条件を第 2.7.2 表に示す。また，主要

な解析条件について，本重要事故シーケンス特有の解析条件を以下に示す。 

ａ．事故条件 

(a)起因事象 

破断箇所は，運転中に弁の開閉試験を実施する系統のうち，原子炉圧力容器から低圧設計配管まで

の弁数が 2 弁であり，インターフェイスシステム LOCA が発生する可能性が最も高い高圧炉心注水系

の吸込配管とする(原子炉隔離時冷却系及び残留熱除去系(低圧注水モード)の注水ラインについて

は，原子炉圧力容器から低圧設計配管までの弁数が 3 弁であり，高圧炉心注水系の吸込配管に比べて

インターフェイスシステム LOCA の発生頻度は低くなる)。破断面積は，低圧設計部の耐圧バウンダリ

となる箇所に対して，実耐力を踏まえた評価を行った結果，1cm2 を超えないことを確認しているが，

保守的に 10cm2 とする。 

（添付資料2.7.1） 

(b)安全機能の喪失に対する仮定 

インターフェイスシステム LOCA が発生した側の高圧炉心注水系が機能喪失するものとする。 

(c)外部電源 

外部電源なしの場合は，給復水系による給水がなく，原子炉水位の低下が早くなることから，外部

電源は事象発生と同時に喪失することとし，非常用ディーゼル発電機によって給電を行うものとす

る。 

また，解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，本重要事故シーケンスに

おける運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余

裕を評価する。 

(2) 有効性評価の条件 

本重要事故シーケンスにおける主要な解析条件を第 2.7-2 表に示す。また，主要な解析条件に

ついて，本重要事故シーケンス特有の解析条件を以下に示す。 

ａ．事故条件 

(a) 起因事象 

起因事象として，残留熱除去系Ｂ系の注入弁の誤開放による残留熱除去系の圧力上昇によ

り，残留熱除去系Ｂ系の熱交換器フランジ部から破断面積約 21cm２相当の漏えいが発生する

ものとする。 

破断面積は，ＩＳＬＯＣＡ発生時の系統加圧状態を保守的に考慮した構造健全性評価※の

結果，系統に破損が発生しないことを確認したことから，加圧範囲のうち最も大きなシール

構造であり，破損により原子炉冷却材が流出した際の影響が最も大きい残留熱除去系の熱交

換器フランジ部に対して，保守的にガスケットに期待しない場合にフランジ部に生じる間隙

の面積を設定した。 

※；保守的に圧力 8.2MPa[gage]及び温度 288℃が継続して負荷される条件にて構造健全性

評価を実施 

（添付資料 2.7.1） 

(b) 安全機能の喪失に対する仮定 

ＩＳＬＯＣＡの発生を想定する残留熱除去系Ｂ系が機能喪失するものとする。 

また，原子炉冷却材の漏えいにより残留熱除去系Ｂ系が設置されている原子炉建屋西側は

高温多湿となるため，保守的に同じ原子炉建屋西側に設置されている高圧炉心スプレイ系及

び残留熱除去系Ｃ系も機能喪失するものとする。 

(c) 外部電源 

外部電源はあるものとする。 

外部電源がある場合，原子炉スクラムは，原子炉水位低（レベル３）信号にて発生し，再

循環ポンプトリップは，原子炉水位異常低下（レベル２）信号にて発生する。このため，原

子炉水位の観点で厳しくなる。 

・東海第二ではＩＳＬＯＣＡ発

生時の構造健全性評価結果

を踏まえて破断面積を設定 

・安全機能喪失箇所の違い（主

要な漏えい源となる箇所を

選定） 

・東海第二では，ＩＳＬＯＣＡ

発生を想定する残留熱除去

系Ｂ系と同じ原子炉建屋西

側区画に設置されている設

備の機能喪失を保守的に想

定。 

・原子炉水位低下を厳しくする

観点で外部電源ありを想定

した上で，評価上は給水流量

の全喪失を想定。 
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ｂ．重大事故等対策に関連する機器条件 

(a)原子炉スクラム信号

原子炉スクラムは，事象発生と同時に想定している外部電源喪失に起因する再循環ポンプトリップ

に伴う炉心流量急減信号によるものとする。 

(d)逃がし安全弁 

原子炉減圧には自動減圧機能付き逃がし安全弁（8 個）を使用するものとし，容量として，1 個あ

たり定格主蒸気流量の約 5%を処理するものとする。 

(b)原子炉隔離時冷却系 

原子炉隔離時冷却系が原子炉水位低（レベル 2）で自動起動し，182m3/h（8.12～1.03MPa[dif]にお

いて）の流量で給水するものとする。 

(c)高圧炉心注水系 

高圧炉心注水系が原子炉水位低（レベル 1.5）で自動起動し，727m3/h（0.69MPa[dif]において）の

流量で給水するものとする。 

ｂ．重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 原子炉スクラム 

原子炉スクラムは，原子炉水位低（レベル３）信号によるものとする。 

(b) ＡＴＷＳ緩和設備（代替再循環ポンプトリップ機能） 

ＡＴＷＳ緩和設備（代替原子炉再循環ポンプトリップ機能）は，原子炉水位異常低下（レ

ベル２）信号により再循環ポンプを全台トリップさせるものとする。 

(c) 逃がし安全弁 

逃がし安全弁（安全弁機能）にて原子炉冷却材圧力バウンダリの過度の圧力上昇を抑制す

るものとする。また，原子炉減圧には，逃がし安全弁（自動減圧機能）7 弁を使用するもの

とし，容量として，1 弁当たり定格主蒸気流量の約 6％を処理するものとする。 

(d) 原子炉隔離時冷却系 

原子炉水位異常低下（レベル２）信号により自動起動し，136.7m３／h（原子炉圧力 1.04

～7.86MPa[dif]※において）の流量で原子炉へ注水する。原子炉水位が原子炉水位高（レベ

ル８）設定点まで回復した以降は，原子炉水位を原子炉水位低（レベル３）設定点から原子

炉水位高（レベル８）設定点の範囲に維持する。また，原子炉減圧と同時に注水を停止する

ものとする。 

※：MPa[dif]…原子炉圧力容器と水源との差圧。（以下同様） 

(e) 低圧炉心スプレイ系 

逃がし安全弁（自動減圧機能付き）による原子炉減圧後に，最小流量特性（0～1,561m３／

h，注水圧力 0～1.99MPa[dif]※において）で原子炉へ注水するものとする。また，ＩＳＬＯ

ＣＡ発生時は隔離成功までの期間において外部水源による注水を優先するため，原子炉減圧

後に低圧代替注水系（常設）による原子炉注水が開始し，原子炉水位が原子炉水位低（レベ

ル３）設定点まで回復した 1分後に注水を停止するものとし，残留熱除去系の隔離成功後は，

原子炉水位を原子炉水位低（レベル３）設定点から原子炉水位高（レベル８）設定点の範囲

に維持するものとする。

・東海第二では，原子炉圧力制

御時に逃がし安全弁（逃がし

弁機能）に駆動用窒素を供給

する不活性ガス系を SA設備

と位置付けないため，バネ駆

動の安全弁機能に期待して

いる。但し，原子炉減圧時の

逃がし安全弁駆動に必要な

窒素は SA設備である高圧窒

素ガス供給系（非常用）より

供給される。 

・設備設計の違い 

・東海第二では，原子炉減圧時

の低圧の注水系統による水

位回復性能を確認する観点

で，評価上は減圧と同時に蒸

気駆動の原子炉隔離時冷却

系による注水を停止してい

る。 

・安全機能の喪失に対する仮定

の違いに伴う評価上期待す

る注水設備の違い 
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赤字：設備，運用又は体制の相違（設計方針の相違）

青字：記載箇所又は記載内容の相違（記載方針の相違）

緑字：記載表現，設備名称の相違等（実質的な相違なし）

黄色ハッチ：ヒアリングコメント対応

柏崎 ６／７号（2017 年 3 月 28 日版） 東     二 備  考 

ｃ．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の操作時間に対する仮定」に示す分類に従っ

て以下のとおり設定する。 

(a) 逃がし安全弁による原子炉急速減圧操作は，インターフェイスシステムLOCAの発生を確認した

後，中央制御室において隔離操作を行うが，その隔離操作失敗の判断時間及び逃がし安全弁の操

作時間を考慮して事象発生から15分後に開始するものとする。 

(b) 高圧炉心注水系の破断箇所隔離操作は，インターフェイスシステムLOCA発生時の現場環境条件を

考慮し，事象発生から3時間後に開始するものとし，操作時間は60分間とする。

（添付資料2.7.1） 

(3)有効性評価の結果 

本重要事故シーケンスにおける原子炉圧力，原子炉水位（シュラウド内及びシュラウド内外）※，

注水流量，逃がし安全弁からの蒸気流量，原子炉圧力容器内の保有水量の推移を第 2.7.6 図から第

2.7.11 図に，燃料被覆管温度，高出力燃料集合体のボイド率，炉心下部プレナム部のボイド率，破

断流量の推移を第 2.7.12 図から第 2.7.15 図に示す。 

 (f) 低圧代替注水系（常設） 

常設低圧代替注水ポンプを 2台使用するものとし，原子炉注水のみを実施する場合は，炉

心冷却を厳しく評価する観点で機器設計上の最小要求値である最小流量特性（注水流量：0

～378m３／h，注水圧力：0～2.38MPa[dif]）で原子炉へ注水するものとする。また，ＩＳＬ

ＯＣＡ発生時は隔離成功までの期間においては，運転手順に従い，漏えい抑制のために原子

炉水位を原子炉水位異常低下（レベル２）から原子炉水位低（レベル３）の範囲に維持する

ことから，評価上は漏えい量を厳しくする観点で原子炉水位を原子炉水位低（レベル３）設

定点以上に維持するものとする。隔離成功後は低圧炉心スプレイ系による内部水源の原子炉

注水に切り替えることから，残留熱除去系の隔離に成功した 1分後に注水を停止するものと

する。 

ｃ．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の操作時間に対する仮定」に示す分類

に従って，以下のとおり設定する。 

(a) 逃がし安全弁（自動減圧機能）による原子炉減圧操作は，状況判断，中央制御室における

残留熱除去系の注入弁の閉止操作，低圧炉心スプレイ系の起動操作及び逃がし安全弁（自

動減圧機能）による原子炉減圧操作に要する時間を考慮して，事象発生 15 分後に実施す

るものとする。なお，外部電源が無い場合でも，非常用ディーゼル発電機等が自動起動し

非常用母線に電源を供給することから運転員等操作に与える影響はない。

(b)  低圧代替注水系（常設）の起動準備操作は，外部電源が無い場合も考慮し，状況判断，

常設代替高圧電源装置による緊急用母線受電，低圧代替注水系（常設）の起動準備に要す

る時間を考慮して，事象発生 17 分後に完了するものとする。 

(c) 現場における残留熱除去系の注入弁の閉止操作は，ＩＳＬＯＣＡ発生時の現場環境並びに

現場移動及び操作に要する時間を考慮して，事象発生 5時間後に完了するものとする。

(3) 有効性評価の結果 

本重要事故シーケンスにおける原子炉圧力，原子炉水位（シュラウド内外水位）※，注水流量，

逃がし安全弁からの蒸気流量及び原子炉圧力容器内の保有水量の推移を第 2.7-4 図から第 2.7-8

図に，燃料被覆管温度，燃料被覆管最高温度発生位置における熱伝達係数，燃料被覆管最高温度

発生位置におけるボイド率，高出力燃料集合体のボイド率，炉心下部プレナム部のボイド率，破

断流量の推移並びに燃料被覆管破裂が発生した時点の燃料被覆管温度と燃料被覆管の円周方向

の応力の関係を第 2.7-9 図から第 2.7-15 図に示す。 

※：炉心冷却の観点ではシュラウド内水位に着目し，運転員操作の観点ではシュラウド外水位

に着目するためシュラウド内外水位を合わせて示している。なお，炉心の再冠水過程にお

・ＩＳＬＯＣＡ時の隔離成功ま

での原子炉水位の維持範囲

（手順）の違い 

・東海第二では外部電源ありと

していることから，外部電源

なしの場合も考慮して操作

条件を設定している 

・東海第二では現場環境を踏ま

え，移動，操作等に要する時

間も含め5時間後に操作が完

了する想定としている。 

・記載箇所の違い 
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赤字：設備，運用又は体制の相違（設計方針の相違）

青字：記載箇所又は記載内容の相違（記載方針の相違）

緑字：記載表現，設備名称の相違等（実質的な相違なし）

黄色ハッチ：ヒアリングコメント対応

柏崎 ６／７号（2017 年 3 月 28 日版） 東     二 備  考 

a. 事象進展 

事象発生後に外部電源喪失となり，炉心流量急減信号が発生して原子炉はスクラムし，また，原子

炉水位低（レベル 2）で原子炉隔離時冷却系が自動起動する。 

再循環ポンプについては，外部電源喪失により，事象発生とともに 10 台全てがトリップする。 

破断口から原子炉冷却材が流出することにより原子炉水位は低下するが，原子炉水位低（レベル 2）

で原子炉隔離時冷却系による原子炉注水を開始する。 

事象発生 15 分後の中央制御室における破断箇所の隔離に失敗するため，中央制御室からの遠隔操

作によって逃がし安全弁 8 個を手動開することで，原子炉を減圧し，原子炉冷却材の漏えいの抑制を

図る。原子炉減圧により，原子炉隔離時冷却系が機能喪失するものの，原子炉水位低（レベル 1.5）

で健全側の高圧炉心注水系が自動起動し，原子炉水位が回復する。また，主蒸気隔離弁は，原子炉水

位低(レベル 1.5)で全閉する。

事象発生 4 時間後，現場操作により高圧炉心注水系の破断箇所を隔離した後は，健全側の高圧炉心

注水系により原子炉水位は適切に維持される。 

高出力燃料集合体のボイド率については，原子炉減圧により増加する。また，高圧炉心注水系によ

る原子炉注水が継続され，その原子炉圧力変化により増減する。 

炉心下部プレナム部のボイド率については，上記に伴い変化する。 

その後は，残留熱除去系による原子炉圧力容器及び原子炉格納容器除熱手順に従い，冷温停止状態

に移行することができる。 

※シュラウド内側は，炉心部から発生するボイドを含んだ二相水位を示しているため，シュラウ

ド外側の水位より，見かけ上高めの水位となる。一方，非常用炉心冷却系の自動起動信号とな

る原子炉水位計（広帯域）の水位及び運転員が炉心冠水状態において主に確認する原子炉水位

計（広帯域・狭帯域）の水位は，シュラウド外側の水位であることから，シュラウド内外の水

位を併せて示した。なお，水位が有効燃料棒頂部付近となった場合には，原子炉水位計（燃料

域）にて監視する。6 号炉の原子炉水位計（燃料域）はシュラウド内を，7 号炉の原子炉水位

計（燃料域）はシュラウド外を計測している。 

b. 評価項目等 

燃料被覆管の最高温度は，第 2.7.12 図に示すとおり，初期値(約 310℃)を上回ることなく，1,200℃

以下となる。また，燃料被覆管の酸化量は酸化反応が著しくなる前の燃料被覆管厚さの 1％以下であ

り，15%以下となる。 

原子炉圧力は，第 2.7.6 図に示すとおり，約 7.07MPa[gage]以下に抑えられる。原子炉冷却材圧力

バウンダリにかかる圧力は，原子炉圧力と原子炉圧力容器底部圧力との差（高々約 0.3MPa）を考慮し

ても，約 7.37MPa[gage]以下であり，最高使用圧力の 1.2 倍（10.34MPa[gage]）を下回る。 

いては，シュラウド内は炉心部で発生するボイドを含む二相水位であることから，シュラ

ウド内水位の方が高めの水位となることもある。 

ａ．事象進展 

事象発生と同時に給水流量が全喪失することで原子炉水位は低下し，原子炉水位低（レベル

３）信号により原子炉がスクラムする。その後原子炉水位が原子炉水位異常低下（レベル２）

設定点まで低下すると，主蒸気隔離弁の閉止及び再循環ポンプトリップが発生するとともに，

原子炉隔離時冷却系が自動起動することで，原子炉注水が開始され，原子炉水位は回復する。

この後，中央制御室からの遠隔操作により残留熱除去系の注入弁の閉止を試みるが，これに失

敗するため，低圧炉心スプレイ系を起動し，逃がし安全弁（自動減圧機能）による原子炉減圧

操作を実施し，原子炉冷却材の漏えいを抑制する。また，低圧代替注水系（常設）を起動し，

漏えいの隔離に成功するまでの期間は，外部水源による原子炉注水を実施する。 

事象発生の 5 時間後に，現場操作により残留熱除去系の破断箇所を隔離した後は，低圧炉心

スプレイ系により原子炉水位は適切に維持される。 

高出力燃料集合体のボイド率については，原子炉減圧や原子炉注水により増減するが，炉心

の冠水状態は維持されるため燃料被覆管温度が上昇することはない。 

ｂ．評価項目等 

燃料被覆管温度は，第 2.7-9 図に示すとおり，炉心の冠水が維持され，初期値（約 309℃）

以下にとどまることから，評価項目である 1,200℃を下回る。燃料被覆管最高温度は，高出力

燃料集合体で発生している。また，燃料被覆管の酸化量は，酸化反応が著しくなる前の燃料被

覆管厚さの 1％以下であり，評価項目である 15％を下回る。 

原子炉圧力は，第 2.7-4 図に示すとおり，逃がし安全弁（安全弁機能）の作動により約 7.79MPa

［gage］以下に維持される。このため，原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力は，原子炉

圧力と原子炉圧力容器底部圧力との差（0.3MPa 程度）を考慮しても，約 8.09MPa[gage]以下で

・東海第二は外部電源ありを設

定している（原子炉スクラム及

びＲＰＴ） 

・安全機能の喪失に対する仮定

の違いに伴う評価上期待す

る注水設備の違い 

・東海第二は低圧で注水可能な

系統を起動待機とした後に原

子炉減圧を実施する。 

・記載箇所の違い 
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赤字：設備，運用又は体制の相違（設計方針の相違）

青字：記載箇所又は記載内容の相違（記載方針の相違）

緑字：記載表現，設備名称の相違等（実質的な相違なし）

黄色ハッチ：ヒアリングコメント対応

柏崎 ６／７号（2017 年 3 月 28 日版） 東     二 備  考 

原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力及び温度は，原子炉減圧及び破断箇所隔離後の原子炉格納

容器内への蒸気流入により上昇する。一方，原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力及び温度が最も

高くなる設計基準事故である「原子炉格納容器内圧力，雰囲気等の異常な変化」の「原子炉冷却材喪

失」においては，インターフェイスシステム LOCA とは異なり，事象開始から原子炉格納容器内に冷

却材が流出し続ける事故を想定し解析しており，この場合でも原子炉格納容器バウンダリにかかる圧

力及び温度の最大値は，それぞれ約 0.25MPa[gage]及び約 138℃にとどまる。このため，本事象にお

いても原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力及び温度は，限界圧力及び温度を下回る。 

中央制御室からの遠隔操作による高圧炉心注水系の破断箇所隔離には失敗するが，逃がし安全弁に

よる原子炉減圧を実施し破断箇所からの原子炉冷却材の漏えい抑制を図り，健全側の高圧炉心注水系

による原子炉注水を継続することで，炉心の冷却が維持される。その後は，現場操作にて高圧炉心注

水系の破断箇所を隔離し，健全側の高圧炉心注水系による原子炉注水及び残留熱除去系による原子炉

圧力容器及び原子炉格納容器除熱を開始することで安定状態が確立し，また，安定状態を維持できる。 

（添付資料 2.7.2） 

本評価では，「1.2.1.2 有効性を確認するための評価項目の設定」に示す(1)から(4)の評価項目に

ついて，対策の有効性を確認した。 

2.7.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時間に与える影響，評

価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価するものとする。 

格納容器バイパス（インターフェイスシステム LOCA）では，原子炉冷却材圧力バウンダリと接続さ

れた系統で，高圧設計部分と低圧設計部分のインターフェイスとなる配管のうち，隔離弁の隔離失敗

等により低圧設計部分が過圧され破断し，原子炉格納容器外へ原子炉冷却材が流出することが特徴で

ある。また，不確かさの影響を確認する運転員等操作は，事象発生から 12 時間程度までの短時間に

期待する操作及び事象進展に有意な影響を与えると考えられる操作として，逃がし安全弁による原子

炉急速減圧操作及び高圧炉心注水系の破断箇所隔離操作とする。 

(1) 解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

本重要事故シーケンスにおいて不確かさの影響評価を行う重要現象とは，「1.7 解析コード及び解

析条件の不確かさの影響評価方針」に示すとおりであり，それらの不確かさの影響評価は以下のとお

りである。 

あり，評価項目である最高使用圧力の 1.2 倍（10.34MPa[gage]）を下回る。 

格納容器バウンダリにかかる圧力及び温度は，原子炉減圧や破断箇所から原子炉建屋へ流出

するものを除く蒸気がサプレッション・プールへ流入することで上昇する。一方，設計基準事

故「原子炉格納容器内圧力，雰囲気等の異常な変化」の「原子炉冷却材喪失」においては，事

象開始から原子炉圧力容器内で発生した蒸気はすべて格納容器内に流入し続けることを想定

し解析しており，この場合でも格納容器バウンダリにかかる圧力及び温度の最大値は，それぞ

れ約 0.25MPa[gage]及び約 136℃にとどまる。このため，本事象においても格納容器バウンダ

リにかかる圧力及び温度は，評価項目である最高使用圧力の 2倍（0.62MPa[gage]）及び 200℃

を下回る。 

第 2.7-5 図に示すように，中央制御室における残留熱除去系の注入弁の閉止操作には失敗す

るが，逃がし安全弁（自動減圧機能）による原子炉減圧操作を実施することで破断箇所からの

原子炉冷却材の漏えいが抑制され，低圧代替注水系（常設）による原子炉注水を継続すること

で，炉心の冠水が維持される。その後，現場における残留熱除去系の注入弁の閉止操作を実施

し，低圧炉心スプレイ系による原子炉注水を継続することで，炉心の冠水状態が維持され，高

温停止状態での炉心の冷却が確保されている。残留熱除去系によるサプレッション・プール冷

却操作を実施することで，安定状態が確立し，またその状態を長期的に維持することが可能で

ある。 

（添付資料 2.7.2） 

安定状態が確立した以降は，機能喪失している設備の復旧に努めるとともに，残留熱除去系

を原子炉停止時冷却モード運転とし，冷温停止状態とする。 

以上により，本評価では，「1.2.1.2 有効性を確認するための評価項目」に示す（1）から

（4）の評価項目について，対策の有効性を確認した。 

2.7.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲としては，運転員等操作時間に与える影

響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価する。 

本重要事故シーケンスは，給水流量の全喪失及びＩＳＬＯＣＡの発生に伴い原子炉水位が低下す

るため，原子炉を減圧することで原子炉冷却材の漏えい量を抑制すること及び漏えい箇所の隔離操

作を実施することが特徴である。よって，不確かさの影響を確認する運転員等操作は，事象進展に

有意な影響を与えると考えられる操作及び事象発生から 12 時間程度までの短時間に期待する操作

として，逃がし安全弁（自動減圧機能）による原子炉減圧操作（低圧炉心スプレイ系による原子炉

注水操作）及び現場における残留熱除去系の注入弁の閉止操作とする。 

(1) 解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

本重要事故シーケンスにおいて不確かさの影響評価を実施する重要現象は，「1.7 解析コード

及び解析条件の不確かさの影響評価方針」に示すとおりであり，影響評価の結果を以下に示す。 

・東海第二では冷温停止又は高

温停止まで記載（ヒアコメント

対応）

・安全機能喪失箇所の違い（主

要な漏えい源となる箇所を選

定） 
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赤字：設備，運用又は体制の相違（設計方針の相違）

青字：記載箇所又は記載内容の相違（記載方針の相違）

緑字：記載表現，設備名称の相違等（実質的な相違なし）

黄色ハッチ：ヒアリングコメント対応

柏崎 ６／７号（2017 年 3 月 28 日版） 東     二 備  考 

ａ．運転員等操作時間に与える影響 

炉心における燃料棒表面熱伝達の不確かさとして，解析コードは実験結果の燃料被覆管温度に比べ

て+50℃高めに評価することから，解析結果は燃料棒表面の熱伝達係数を小さく評価する可能性があ

る。よって，実際の燃料棒表面での熱伝達は大きくなり燃料被覆管温度は低くなるが，原子炉注水は

原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心注水系が自動起動により行われ，燃料被覆管温度を操作開始の起点

としている運転員等操作はないことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

炉心における燃料被覆管酸化の不確かさとして，解析コードは酸化量及び発熱量の評価について保

守的な結果を与えるため，解析結果は燃料被覆管酸化を大きく評価する可能性がある。よって，実際

の燃料被覆管温度は低くなり，原子炉水位挙動に影響を与える可能性があるが，原子炉注水は原子炉

隔離時冷却系及び高圧炉心注水系の自動起動により実施され運転員等操作はないことから，運転員等

操作時間に与える影響はない。 

（添付資料 2.7.3） 

ｂ．評価項目となるパラメータに与える影響 

炉心における燃料棒表面熱伝達の不確かさとして，実験解析では熱伝達モデルの保守性により燃料

被覆管温度を高めに評価し，有効性評価解析でも燃料被覆管温度を高めに評価することから，評価項

目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

炉心における燃料被覆管酸化の不確かさとして，解析コードでは，燃料被覆管の酸化について，酸

化量及び発熱量に保守的な結果を与え，燃料被覆管温度を高めに評価することから，評価項目となる

パラメータに対する余裕は大きくなる。 

（添付資料 2.7.3） 

(2) 解析条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件は，第 2.7.2 表に示すとおりであり，

それらの条件設定を設計値等，最確条件とした場合の影響を評価する。また，解析条件の設定に当た

っては，評価項目となるパラメータに対する余裕が小さくなるような設定があることから，その中で

事象進展に有意な影響を与えると考えられる項目に関する影響評価の結果を以下に示す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

初期条件の最大線出力密度は，解析条件の 44.0kW/m に対して最確条件は約 42kW/m 以下であり，本

解析条件の不確かさとして，最確条件とした場合，燃料被覆管温度の上昇が緩和されるが，原子炉注

水は原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心注水系が自動起動により行われ，燃料被覆管温度を操作開始の

起点としている運転員等操作はないことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

ａ．運転員等操作時間に与える影響 

炉心における燃料棒表面熱伝達，沸騰遷移及び気液熱非平衡の不確かさとして，解析コード

は実験結果の燃料被覆管温度に比べて＋50℃高めに評価することから，解析結果は燃料棒表面

の熱伝達係数を小さく評価する可能性がある。よって，実際の燃料棒表面での熱伝達は大きく

なり，燃料被覆管温度は低くなるが，事象初期の原子炉注水は原子炉隔離時冷却系の自動起動

により確保され，燃料被覆管温度を操作開始の起点とする運転員等操作はないことから，運転

員等操作時間に与える影響はない。 

炉心における燃料被覆管酸化の不確かさとして，解析コードは酸化量及び発熱量の評価につ

いて保守的な結果を与えるため，解析結果は燃料被覆管酸化を大きく評価する可能性がある

が，事象初期の原子炉注水は原子炉隔離時冷却系の自動起動により確保され，燃料被覆管温度

を操作開始の起点とする運転員等操作はないことから，運転員等操作時間に与える影響はな

い。 

（添付資料 2.7.3） 

ｂ．評価項目となるパラメータに与える影響 

炉心における燃料棒表面熱伝達，沸騰遷移及び気液熱非平衡の不確かさとして，解析コード

は実験解析において熱伝達モデルの保守性により燃料被覆管温度を高めに評価し，有効性評価

解析においても燃料被覆管温度を高めに評価することから，評価項目となるパラメータに対す

る余裕は大きくなる。 

炉心における燃料被覆管酸化の不確かさとして，解析コードは酸化量及び発熱量の評価につ

いて保守的な結果を与えるため，燃料被覆管温度を高く評価することから，実際の燃料被覆管

温度は低めとなり，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

（添付資料 2.7.3） 

(2) 解析条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件は，第 2.7-2 表に示すとおりで

あり，これらの条件設定を設計値等の最確条件とした場合の影響を評価する。解析条件の設定

にあたっては，設計値を用いるか又は評価項目となるパラメータに対する余裕が小さくなるよ

う保守的な設定をしていることから，この中で事象進展に有意な影響を与える可能性がある項

目について，評価結果を以下に示す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

初期条件の燃料棒最大線出力密度は，解析条件で設定した 44.0kW／mに対して最確条件は

約 33～41kW／mであり，最確条件とした場合は燃料被覆管温度の上昇が緩和されるが，原子

炉隔離時冷却系の起動起動により原子炉水位が確保されることから，燃料被覆管温度を操作

開始の起点とする運転員等操作はないことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 
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赤字：設備，運用又は体制の相違（設計方針の相違）

青字：記載箇所又は記載内容の相違（記載方針の相違）

緑字：記載表現，設備名称の相違等（実質的な相違なし）

黄色ハッチ：ヒアリングコメント対応

柏崎 ６／７号（2017 年 3 月 28 日版） 東     二 備  考 

初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件の燃焼度 33GWd/t に対して最確条件は平均的燃焼度

約 30GWd/t であり，本解析条件の不確かさとして，最確条件は解析条件で設定している崩壊熱よりも

小さくなるため，発生する蒸気量は少なくなることから，原子炉水位の低下が緩和されるが，操作手

順（炉心冠水操作）に変わりはないことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件の原子炉圧力，原子炉水位，炉心流量は，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与え得る

が，事象進展に与える影響は小さく，運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

事故条件の外部電源の有無については，事象進展を厳しくする観点から，給復水系による給水がな

くなり，原子炉水位の低下が早くなる外部電源がない状態を解析条件に設定している。なお，外部電

源がある場合は，外部電源から電源が供給されることから，原子炉圧力容器への給水機能は維持され，

運転員等操作時間に与える影響はない。 

機器条件の原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心注水系は，本解析条件の不確かさとして，実際の注水

量が解析より多い場合（注水特性（設計値）の保守性），原子炉水位の回復は早くなる可能性がある。

冠水後の操作として冠水維持可能な注水量に制御するが，注水後の流量調整操作であるため，運転員

等操作時間に与える影響はない。 

（添付資料 2.7.3） 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

初期条件の最大線出力密度は，解析条件の 44.0kW/m に対して最確条件は約 42kW/m 以下であり，本

解析条件の不確かさとして，最確条件とした場合，燃料被覆管温度の上昇が緩和されると考えられる

が，原子炉水位は有効燃料棒頂部を下回ることなく，炉心は冠水維持されるため，燃料被覆管の最高

温度は初期値(約 310℃)を上回ることはないことから，評価項目となるパラメータに与える影響はな

い。 

初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件の燃焼度 33GWd/t に対して最確条件は平均的燃焼度

約 30GWd/t であり，本解析条件の不確かさとして，最確条件は解析条件で設定している崩壊熱よりも

小さくなるため，発生する蒸気量は少なくなることから，原子炉の水位低下は緩和され，それに伴う

原子炉冷却材の放出も少なくなるが，本重要事故シーケンスは格納容器バイパス事象であるため，評

価項目となるパラメータに与える影響はない。 

初期条件の原子炉圧力，原子炉水位，炉心流量は，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与え得る

が，事象進展に与える影響は小さく，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

事故条件の外部電源の有無については，事象進展を厳しくする観点から，給復水系による給水がな

くなり，原子炉水位の低下が早くなる外部電源がない状態を解析条件に設定している。仮に，外部電

源がある場合は，外部電源から電源が供給されることから，原子炉圧力容器への給水機能は維持され，

初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件で設定した燃焼度 33GWd／t に対して最確

条件は 33GWd／t 以下であり，最確条件とした場合は崩壊熱が小さくなる傾向となるため，

原子炉からサプレッション・プールに流出する蒸気量が減少することで，原子炉水位の低下

は遅くなるが，事象初期の原子炉注水は原子炉隔離時冷却系の自動起動により確保されるこ

とから，運転員等操作時間に与える影響はない。また，格納容器圧力及びサプレッション・

プール水温度の上昇が遅くなり，これらのパラメータを起点とする運転員等操作の開始時間

は遅くなる。 

初期条件の原子炉圧力，原子炉水位及び炉心流量は，ゆらぎにより解析条件に対して変動

を与えうるが，事象進展に与える影響は小さく，運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

事故条件の外部電源の有無については，外部電源がない場合でも，非常用母線は非常用デ

ィーゼル発電機等から自動的に受電されることで低圧炉心スプレイ系の電源は確保され，ま

た，低圧代替注水系（常設）の起動準備操作時間は，外部電源がない場合も考慮して設定し

ていることから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

機器条件の低圧炉心スプレイ系及び低圧代替注水系（常設）は，最確条件とした場合は注

水開始後の原子炉水位の回復が早くなり，原子炉水位の維持操作の開始が早くなるが，原子

炉減圧から水位回復までの原子炉水位を継続監視している期間の流量調整操作であるため，

運転員等操作時間に与える影響はない。 

（添付資料 2.7.3） 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

初期条件の燃料棒最大線出力密度は，解析条件で設定した 44.0kW／mに対して最確条件は

約33～41kW／mであり，最確条件とした場合は燃料被覆管温度の上昇が緩和されることから，

評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件で設定した燃焼度 33GWd／t に対して最確

条件は 33GWd／t 以下であり，最確条件とした場合は崩壊熱が小さくなる傾向となるため，

原子炉からサプレッション・プールに流出する蒸気量が減少することで，原子炉水位の低下

は緩和され，格納容器圧力等の上昇は遅くなることから，評価項目となるパラメータに対す

る余裕は大きくなる。 

事故条件の外部電源の有無については，起因事象発生から原子炉スクラムまでの期間の原

子炉水位の低下を厳しくする条件として，外部電源ありを想定するとともに，保守的に給水

流量の全喪失も想定している。外部電源がない場合は，外部電源喪失に伴い原子炉スクラム，

・低圧代替注水系（常設）の起

動準備操作時間は外部電源

が無い場合も考慮して設定

している。 

・安全機能の喪失に対する仮定

の違いに伴う評価上期待す

る注水設備の違い 

・原子炉水位低下を厳しくする

観点で外部電源ありを想定

した上で，評価上は給水流量
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赤字：設備，運用又は体制の相違（設計方針の相違）

青字：記載箇所又は記載内容の相違（記載方針の相違）

緑字：記載表現，設備名称の相違等（実質的な相違なし）

黄色ハッチ：ヒアリングコメント対応

柏崎 ６／７号（2017 年 3 月 28 日版） 東     二 備  考 

評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

機器条件の原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心注水系は，本解析条件の不確かさとして，実際の注水

量が解析より多い場合（注水特性（設計値）の保守性），原子炉水位の回復が早くなり，評価項目と

なるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

（添付資料2.7.3） 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作に係る不確かさを「認知」，「要員配置」，「移動」，「操作所

要時間」，「他の並列操作有無」及び「操作の確実さ」の 6要因に分類し，これらの要因が，運転員

等操作時間に与える影響を評価する。また，運転員等操作時間に与える影響が評価項目となるパラメ

ータに与える影響を評価し，評価結果を以下に示す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

操作条件の逃がし安全弁による原子炉減圧操作は，解析上の操作開始時間として事象発生から 15

分後を設定している。運転員等操作時間に与える影響として，破断箇所の隔離操作の失敗の認知によ

り原子炉減圧の操作開始時間は変動する可能性があるが，原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心注水系に

よる原子炉注水により，炉心は冠水維持されるため，原子炉水位維持の点では問題とならない。 

操作条件の高圧炉心注水系の破断箇所隔離操作は，解析上の操作開始時間として事象発生から 3時

間を設定している。運転員等操作時間に与える影響として，隔離操作を実施すべき弁を容易に認知で

き，現場での操作場所は漏えい箇所と異なる場所にあり，漏えいの影響を受けにくいため，実態の操

作開始時間は解析上の設定とほぼ同等であり，操作開始時間に与える影響は小さい。 

（添付資料 2.7.3） 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

操作条件の逃がし安全弁による原子炉減圧操作は，運転員等操作時間に与える影響として，実態の

操作開始時間が早まった場合，原子炉減圧時点の崩壊熱が高くなるが，原子炉隔離時冷却系及び高圧

炉心注水系の原子炉注水により，炉心は冠水維持されるため，評価項目となるパラメータに与える影

響はない。 

再循環ポンプトリップ等が発生するため，外部電源がある場合と比較して原子炉水位の低下

は緩和されるが，この場合でも初期の原子炉注水は原子炉水位異常低下（レベル２）にて原

子炉隔離時冷却系が自動起動することで確保されることから評価項目となるパラメータに

与える影響はない。 

機器条件の低圧炉心スプレイ系及び低圧代替注水系（常設）は，最確条件とした場合は注

水開始後の原子炉水位の回復が早くなることで，評価項目となるパラメータに対する余裕は

大きくなる。 

（添付資料 2.7.3） 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作に係る不確かさを「認知」，「要員配置」，「移動」，「操作所

要時間」，「他の並列操作有無」及び「操作の確実さ」の 6要因に分類し，これらの要因が運転

員等操作時間に与える影響を評価する。また，運転員等操作時間に与える影響が評価項目とな

るパラメータに与える影響を評価する。評価結果を以下に示す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

操作条件の逃がし安全弁（自動減圧機能）による原子炉減圧操作（低圧炉心スプレイ系に

よる原子炉注水操作）は，解析上の操作開始時間として事象発生から 15 分後を設定してい

る。運転員等操作時間に与える影響として，認知時間及び操作所要時間は，余裕時間を含め

て設定していることから，実態の操作開始時間は解析上の設定よりも若干早まる可能性があ

る。 

操作条件の低圧代替注水系（常設）の起動準備操作は，解析上の操作開始時間として事象

発生 17 分後を設定している。運転員等操作時間に与える影響として，認知時間及び操作所

要時間は，外部電源が無い場合も考慮し，余裕時間を含めて設定していることから，実態の

操作開始時間は解析上の設定よりも若干早まる可能性がある。

操作条件の現場における残留熱除去系の注入弁の閉止操作は，解析上の操作開始時間とし

て事象発生から 5 時間後を設定している。運転員等操作時間に与える影響として，認知時間

及び移動・操作所要時間は，余裕時間を含めて設定していることから，実態の操作開始時間

は解析上の設定よりも若干早まる可能性がある。 

（添付資料 2.7.3） 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

操作条件の逃がし安全弁（自動減圧機能）による原子炉減圧操作（低圧炉心スプレイ系に

よる原子炉注水操作）は，運転員等操作時間に与える影響として，実態の操作開始時間は解

析上の操作開始時間よりも早くなる可能性があり，この場合，減圧時点の崩壊熱が高くなる

が，原子炉隔離時冷却系及び低圧炉心スプレイ系の原子炉注水により炉心の冠水状態は維持

の全喪失を想定している。 

・安全機能の喪失に対する仮定

の違いに伴う評価上期待す

る注水設備の違い 

・東海第二は余裕時間を考慮し

て操作時間を設定している。 

・東海第二は外部電源ありを想

定しているが外部電源がな

い場合でも対応可能なこと

を確認している。 

・安全機能の喪失に対する仮定

の違いに伴う評価上期待す
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赤字：設備，運用又は体制の相違（設計方針の相違）

青字：記載箇所又は記載内容の相違（記載方針の相違）

緑字：記載表現，設備名称の相違等（実質的な相違なし）

黄色ハッチ：ヒアリングコメント対応

柏崎 ６／７号（2017 年 3 月 28 日版） 東     二 備  考 

操作条件の高圧炉心注水系の破断箇所隔離操作は，運転員等操作時間に与える影響として，隔離操

作の有無に関わらず，健全側の高圧炉心注水系の原子炉注水継続により，炉心は冠水維持されるため，

評価項目となるパラメータに与える影響はない。 

（添付資料 2.7.3） 

(3) 操作時間余裕の把握 

操作遅れによる影響度合いを把握する観点から，評価項目となるパラメータに対して，対策の有効

性が確認できる範囲内での操作時間余裕を確認し，その結果を以下に示す。 

操作条件の逃がし安全弁による手動原子炉減圧操作については，原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心

注水系の原子炉注水により，炉心は冠水維持されることから，時間余裕がある。 

操作条件の高圧炉心注水系の破断箇所隔離操作は，隔離操作の有無に関わらず，健全側の高圧炉心

注水系の原子炉注水継続により，炉心は冠水維持されるため，時間余裕がある。 

（添付資料 2.7.3） 

(4) まとめ 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時間に与える影響，評

価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を確認した。その結果，解析コード及び解析

条件の不確かさが運転員等操作時間に与える影響等を考慮した場合においても，評価項目となるパラ

メータに与える影響は小さい。この他，評価項目となるパラメータに対して，対策の有効性が確認で

きる範囲内において，操作時間には時間余裕がある。 

2.7.4 必要な要員及び資源の評価 

(1)必要な要員の評価 

事故シーケンスグループ「格納容器バイパス（インターフェイスシステム LOCA）」において，6 号

及び 7 号炉同時の重大事故等対策時に必要な要員は，「2.7.1(3)炉心損傷防止対策」に示すとおり 20

されることから，評価項目となるパラメータに与える影響はない。  

操作条件の低圧代替注水系（常設）の起動準備操作は，運転員等操作時間に与える影響と

して，実態の操作開始時間は解析上の操作開始時間よりも早くなる可能性があるが，低圧代

替注水系（常設）による外部水源注水への切換えは，低圧炉心スプレイ系により炉心の冠水

状態が維持されていることを確認した後に実施することから，この場合でも評価項目となる

パラメータに与える影響はない。 

操作条件の現場における残留熱除去系の注入弁の閉止操作は，運転員等操作時間に与える

影響として，実態の操作開始時間は解析上の操作開始時間よりも早くなる可能性があるが，

低圧代替注水系（常設）の原子炉注水により炉心の冠水状態は維持されることから，評価項

目となるパラメータに与える影響はない。 

（添付資料 2.7.3） 

(3) 操作時間余裕の把握 

操作遅れによる影響度合いを把握する観点から，評価項目となるパラメータに対して，対策の

有効性が確認できる範囲内での操作時間余裕を確認し，その結果を以下に示す。 

操作条件の逃がし安全弁（自動減圧機能）による原子炉減圧操作（低圧炉心スプレイ系による

原子炉注水操作）は，減圧が遅れた場合でも原子炉隔離時冷却系の原子炉注水により，炉心の冠

水状態は維持されることから，時間余裕がある。 

操作条件の低圧代替注水系（常設）の起動準備操作は，操作が遅れた場合でも低圧炉心スプレ

イ系により炉心の冠水状態が維持されることから，時間余裕がある。 

操作条件の現場における残留熱除去系の注入弁の閉止操作は，閉止操作の有無に関わらず，低

圧代替注水系（常設）の原子炉注水により，炉心の冠水状態は維持されることから，時間余裕が

ある。 

（添付資料 2.7.3） 

(4) まとめ 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時間に与える影

響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を確認した。この結果，解析コー

ド及び解析条件の不確かさが運転員等操作時間に与える影響等を考慮した場合においても，評価

項目となるパラメータに与える影響は小さい。この他，評価項目となるパラメータに対して，対

策の有効性が確認できる範囲内において，操作時間には時間余裕がある。 

2.7.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価 

事故シーケンスグループ「格納容器バイパス（ＩＳＬＯＣＡ）」において，重大事故等対策に

必要な要員は，「2.7.1(3） 炉心損傷防止対策」に示すとおり 10 名であり，「6.2 重大事故等

る注水設備の違い 

・東海第二においてはＲＨＲ復

旧まで外部水源による注水

を実施するため低圧代替注

水系（常設）による注水に期

待している。 

・東海第二においてはＲＨＲ復

旧まで外部水源による注水を

実施するため低圧代替注水系

（常設）による注水に期待して

いる。 

・安全機能の喪失に対する仮定

の違いに伴う評価上期待す

る注水設備の違い 

・東海第二においてはＲＨＲ復

旧まで外部水源による注水を

実施するため低圧代替注す系

（常設）による注水に期待して

いる。 
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赤字：設備，運用又は体制の相違（設計方針の相違）

青字：記載箇所又は記載内容の相違（記載方針の相違）

緑字：記載表現，設備名称の相違等（実質的な相違なし）

黄色ハッチ：ヒアリングコメント対応

柏崎 ６／７号（2017 年 3 月 28 日版） 東     二 備  考 

名である。「6.2 重大事故等対策時に必要な要員の評価結果」で説明している運転員及び緊急時対策

要員等の 72名で対処可能である。 

(2)必要な資源の評価 

事故シーケンスグループ「格納容器バイパス（インターフェイスシステム LOCA）」において，必要

な水源，燃料及び電源は，「6.1(2)資源の評価条件」の条件にて評価を行い，その結果を以下に示す。 

ａ．水源 

インターフェイスシステム LOCA の発生後の隔離までの各号炉における流出量は，約 100m3 となる。

6 号及び 7 号炉の同時被災を考慮すると，流出量は合計約 200m3 となり，流出量分の注水が必要とな

る。水源として，各号炉の復水貯蔵槽に約 1,700m3 及び淡水貯水池に約 18,000m3 の水を保有してい

る。インターフェイスシステム LOCA により復水貯蔵槽が使用できない場合においても，各号炉のサ

プレッション・チェンバに約 3,600m3 の水を保有しており，高圧炉心注水系による原子炉注水は，サ

プレッション・チェンバのプール水を水源として注水することから，水源が枯渇することはない。こ

れにより 6 号及び 7号炉の同時被災を考慮しても，必要な水量が確保可能であり，7 日間の継続実施

が可能である。 

ｂ．燃料 

非常用ディーゼル発電機による電源供給については，事象発生後 7 日間最大負荷で運転した場合，

号炉あたり約 751kL の軽油が必要となる。モニタリング・ポスト用発電機による電源供給については，

事象発生直後からの運転を想定すると，7 日間の運転継続に合計約 79kL の軽油が必要となる。（6 号

及び 7号炉合計 約 1,581kL）。 

6 号及び 7 号炉の各軽油タンクにて約 1,020kL（6 号及び 7 号炉合計 約 2,040kL）の軽油を保有

しており，これらの使用が可能であることから，非常用ディーゼル発電機による電源供給及びモニタ

リング・ポスト用発電機による電源供給について，7 日間の継続が可能である。 

(添付資料2.7.4) 

c．電源 

外部電源は事象発生と同時に喪失することとし，各号炉の非常用ディーゼル発電機によって給電を

行うものとする。6 号及び 7 号炉において重大事故等対策時に必要な負荷は，各号炉の非常用ディー

ゼル発電機負荷に含まれることから，非常用ディーゼル発電機による電源供給が可能である。

また，モニタリング・ポスト用発電機についても，必要負荷に対しての電源供給が可能である。 

対策時に必要な要員の評価結果」で示す運転員及び災害対策要員の 39名で対処可能である。 

(2) 必要な資源の評価 

事故シーケンスグループ「格納容器バイパス（ＩＳＬＯＣＡ）」において，必要な水源，燃料

及び電源は,「6.1(2) 資源の評価条件」にて評価を行い，以下のとおりである。 

ａ．水 源 

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水については，7 日間の対応を考慮すると，合計約

490m３必要となる。 

水源として，代替淡水貯槽に約 4,300m３の水を保有している。これにより，水源が枯渇する

ことなく注水継続が可能である。 

なお，外部電源喪失を想定した場合でも同様の対応である。 

（添付資料 2.7.4） 

ｂ．燃 料 

外部電源喪失を想定していない。 

なお，外部電源喪失を想定した場合，非常用ディーゼル発電機による電源供給については，

事象発生直後からの運転を想定すると，7 日間の運転継続に約 484.0kL の軽油が必要となる。

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機による電源供給については，事象発生直後からの運転を

想定すると，7 日間の運転継続に約 130.3kL の軽油が必要となる。常設代替交流電源装置によ

る電源供給については，事象発生直後からの運転を想定すると，7日間の運転継続に約 141.2kL

の軽油が必要となる。軽油貯蔵タンクに約 800kL の軽油を保有していることから，非常用ディ

ーゼル発電機，高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機及び常設代替交流電源装置による電源供

給について，7日間の継続が可能である。 

（添付資料 2.7.5） 

ｃ．電 源 

外部電源喪失を想定していない。 

なお，外部電源喪失を想定した場合，重大事故等対策時に必要な負荷のうち，非常用ディー

ゼル発電機等からの電源供給を考慮する負荷については，非常用ディーゼル発電機等の容量内

に収まることから，電源供給が可能である。 

常設代替交流電源設備からの電源供給を考慮する負荷については約 982kW 必要となるが，常

設代替交流電源設備（常設代替高圧電源装置 2台）の連続定格容量は 2,208kW であることから，

必要負荷に対しての電源供給が可能である。 

・事象進展の違いに起因する必

要水量の違い 

・流出を考慮しても事象収束可

能な水量を評価している。 

・東海第二はＳ／P を第一水源

としている。 

・燃費及び設備容量の違い 

・東海第二のモニタリングポス

トは，常設代替高圧電源装置

からの給電が可能である。 

・東海第二のモニタリングポス

トは，常設代替高圧電源装置

からの給電が可能である。 
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赤字：設備，運用又は体制の相違（設計方針の相違）

青字：記載箇所又は記載内容の相違（記載方針の相違）

緑字：記載表現，設備名称の相違等（実質的な相違なし）

黄色ハッチ：ヒアリングコメント対応

柏崎 ６／７号（2017 年 3 月 28 日版） 東     二 備  考 

2.7.5 結論 

事故シーケンスグループ「格納容器バイパス（インターフェイスシステム LOCA）」では，原子炉冷

却材圧力バウンダリと接続された系統で，高圧設計部分と低圧設計部分のインターフェイスとなる配

管のうち，隔離弁の隔離失敗等により低圧設計部分が過圧され破断することで，原子炉格納容器外へ

原子炉冷却材が流出することで，原子炉水位の低下により炉心が露出し，炉心損傷に至ることが特徴

である。事故シーケンスグループ｢格納容器バイパス(インターフェイスシステム LOCA)｣に対する炉心

損傷防止対策としては，初期の対策として原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心注水系による原子炉注水

手段，逃がし安全弁による原子炉減圧手段及び運転員の破断箇所隔離による漏えい停止手段，安定状

態に向けた対策として残留熱除去系による原子炉圧力容器及び原子炉格納容器除熱手段を整備して

いる。 

事故シーケンスグループ｢格納容器バイパス（インターフェイスシステム LOCA）｣の重要事故シーケ

ンス「インターフェイスシステム LOCA」について有効性評価を行った。 

上記の場合においても，原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心注水系による原子炉注水，残留熱除去系

による原子炉圧力容器及び原子炉格納容器除熱を実施することにより，炉心損傷することはない。 

その結果，燃料被覆管温度及び酸化量，原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力，原子炉格納容

器バウンダリにかかる圧力及び温度は，評価項目を満足している。また，安定状態を維持できる。 

解析コード及び解析条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作時間に与える影響及び評

価項目となるパラメータに与える影響は小さい。また，対策の有効性が確認できる範囲内において，

操作時間余裕について確認した結果，操作が遅れた場合でも一定の余裕がある。 

重大事故等対策時に必要な要員は，運転員及び緊急時対策要員にて確保可能である。また，必要な

水源，燃料及び電源を供給可能である。 

以上のことから，原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心注水系による原子炉注水，逃がし安全弁による

原子炉急速減圧，運転員の破断箇所隔離による漏えい停止，残留熱除去系による原子炉圧力容器及び

原子炉格納容器除熱等の炉心損傷防止対策は，選定した重要事故シーケンスに対して有効であること

が確認でき，事故シーケンスグループ「格納容器バイパス（インターフェイスシステム LOCA）」に対

して有効である。 

（添付資料 2.7.6） 

2.7.5 結 論 

事故シーケンスグループ「格納容器バイパス（ＩＳＬＯＣＡ）」では，ＩＳＬＯＣＡの発生によ

り原子炉冷却材が流出し，原子炉水位の低下が継続し，炉心損傷に至ることが特徴である。事故シ

ーケンスグループ「格納容器バイパス（ＩＳＬＯＣＡ）」に対する炉心損傷防止対策としては，初

期の対策として原子炉隔離時冷却系，低圧炉心スプレイ系及び低圧代替注水系（常設）による原子

炉注水手段，逃がし安全弁（自動減圧機能）を用いた原子炉減圧による漏えい抑制手段，隔離弁閉

止による漏えい箇所の隔離手段並びに安定状態に向けた対策として残留熱除去系による格納容器

除熱手段を整備している。 

事故シーケンスグループ「格納容器バイパス（ＩＳＬＯＣＡ）」の重要事故シーケンス「ＩＳＬ

ＯＣＡ」について有効性評価を行った。 

上記の場合においても，原子炉隔離時冷却系，低圧炉心スプレイ系及び低圧代替注水系（常設）

による原子炉注水並びに残留熱除去系による格納容器除熱を実施することで炉心の著しい損傷を

防止することができる。 

この結果，燃料被覆管温度及び酸化量，原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力並びに格納容

器バウンダリにかかる圧力及び温度は，評価項目を満足している。また，安定状態を維持すること

ができる。 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響について確認した結果，運転員等操作時間に与える影

響及び評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。また，対策の有効性が確認できる範囲内

において，操作時間余裕について確認した結果，操作が遅れた場合でも一定の余裕がある。 

重大事故等対策時に必要な要員は，運転員及び災害対策要員にて確保可能である。また，必要な

水源，燃料及び電源を供給可能である。 

以上のことから，事故シーケンスグループ「格納容器バイパス（ＩＳＬＯＣＡ）」において，原

子炉隔離時冷却系，低圧炉心スプレイ系及び低圧代替注水系（常設）による原子炉注水，逃がし安

全弁（自動減圧機能）を用いた原子炉減圧による漏えい抑制，残留熱除去系による格納容器除熱等

の炉心損傷防止対策は，選定した重要事故シーケンスに対して有効であることが確認でき，事故シ

ーケンスグループ「格納容器バイパス（ＩＳＬＯＣＡ）」に対して有効である。 

・安全機能の喪失に対する仮定

の違いに伴う評価上期待す

る注水設備の違い 

・東海第二においてはＲＨＲ復

旧まで外部水源による注水を

実施するため低圧代替注す系

（常設）による注水に期待して

いる。 


